
令和８年６月29日
文部科学省初等中等教育局参事官（デジタル学習基盤担当）

中学校技術・家庭科（技術分野）の指導体制

に関する実態調査結果
【都道府県教育委員会・指定都市教育委員会・市区町村教育委員会対象】

別添１



技術科を担当
していない者

1,658人

※臨時免許状…助教諭、養護助教諭の免許状。普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、教育職員検定を経て授与。（当分の間、相当期間にわたり普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、都道府県が教育委員会規則を定めることにより、有効期間を６年とすることができる。）
※免許外教科担任制度…中学校、高等学校等において、相当の免許状を所有する者を教科担任として採用することができない場合 に、校内の他の教科の教員免許状を所有する教諭等が、１年に限り、免許外の教科の担任をすることができる。校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが必要。
※文部科学省「中学校技術・家庭科（技術分野）の指導体制に関する実態調査結果」（都道府県教育委員会・指定都市教育委員会・市区町村教育委員会対象）

中学校技術分野担当教員の免許状所有状況（令和７年度）

技術科担当教員

9,649人

技術免許状所有者

7,243人

臨時免許状所有者

543人

免許外教科担任

1,863人

技術科を担当
している者

7,243人

正規採用職員
（教頭を除く）

1,017人

非正規採用職員
（再任用・臨時的任用・非常勤等）

358人

教頭

283人

技術免許状所有教員
8,901人

技術科担当教員（総数） 技術科担当教員（内訳） 技術科免許所有者
１

公立特別支援学校中学部含む
※令和７年度調査より、公立の特別支援学校中学部（知的
障害のみを対象とする特別支援学校を除く）も含まれています。



北
海
道

鹿
児
島
県

千
葉
県

大
分
県

和
歌
山
県

宮
崎
県

岐
阜
県

福
島
県

栃
木
県

青
森
県

沖
縄
県

山
形
県

岩
手
県

福
岡
県

新
潟
県

山
口
県

愛
知
県

石
川
県

高
知
県

徳
島
県

大
阪
府

熊
本
県

愛
媛
県

長
崎
県

京
都
府

兵
庫
県

三
重
県

神
奈
川
県

宮
城
県

秋
田
県

静
岡
県

新
潟
市

名
古
屋
市

北
九
州
市

岡
山
県

富
山
県

浜
松
市

奈
良
県

福
井
県

山
梨
県

滋
賀
県

広
島
県

群
馬
県

千
葉
市

相
模
原
市

岡
山
市

埼
玉
県

堺
市

横
浜
市

川
崎
市

島
根
県

広
島
市

香
川
県

茨
城
県

長
野
県

鳥
取
県

札
幌
市

福
岡
市

仙
台
市

佐
賀
県

静
岡
市

京
都
市

熊
本
市

技術科教員数（全国）9,649名

臨時免許
（人） 0 131 1 8 25 44 0 3 13 3 17 14 9 41 21 0 2 6 8 13 10 1 0 3 21 1 10 0 8 0 0 10 0 4 15 1 0 11 13 6 2 11 3 5 0 11 10 5 1 0 1 8 1 0 2 5 0 2 2 1 0 0 0 543

免許外
（人） 222 0 127 105 84 63 95 84 60 68 48 48 52 20 34 55 51 45 43 37 37 43 39 36 15 35 24 29 20 24 24 14 22 18 5 18 19 6 1 7 10 1 8 6 11 0 0 5 8 9 7 0 6 5 3 0 3 1 0 0 1 1 1 1,863

①臨時免許
（％） 0% 54% 0% 5% 16% 27% 0% 1% 7% 2% 10% 11% 6% 19% 13% 0% 1% 6% 8% 13% 3% 1% 0% 2% 22% 0% 6% 0% 7% 0% 0% 14% 0% 7% 14% 1% 0% 11% 20% 7% 2% 8% 2% 14% 0% 25% 3% 9% 1% 0% 1% 9% 1% 0% 1% 10% 0% 3% 3% 1% 0% 0% 0% 6%

②免許外
（％） 49% 0% 40% 64% 55% 39% 42% 38% 34% 44% 27% 36% 36% 9% 22% 37% 13% 46% 44% 36% 12% 35% 30% 21% 16% 12% 14% 15% 19% 26% 16% 20% 19% 31% 5% 22% 31% 6% 2% 9% 9% 1% 5% 17% 34% 0% 0% 9% 7% 14% 8% 0% 9% 2% 2% 0% 3% 1% 0% 0% 3% 2% 2% 19%

①＋② 49% 54% 40% 69% 71% 66% 42% 39% 41% 46% 37% 47% 42% 28% 35% 37% 14% 52% 52% 49% 15% 36% 30% 23% 38% 12% 20% 15% 26% 26% 16% 34% 19% 38% 19% 23% 31% 17% 22% 16% 11% 9% 7% 31% 34% 25% 3% 18% 8% 14% 9% 9% 10% 2% 3% 10% 3% 4% 3% 1% 3% 2% 2% 25%

臨時免許状所有者
免許外教科担任
2,406名

免許あり
7,243名

全自治体において令和10年度目標
臨時免許状所有者・免許外教科担任数 ０

※臨時免許状…助教諭、養護助教諭の免許状。普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、教育職員検定を経て授与。（当分の間、相当期間にわたり普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、都道府県が教育委員会規則を定めることにより、有効期間を６年とすることができる。）
※免許外教科担任制度…中学校、高等学校等において、相当の免許状を所有する者を教科担任として採用することができない場合 に、校内の他の教科の教員免許状を所有する教諭等が、１年に限り、免許外の教科の担任をすることができる。校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが必要。

臨
時
免
許
状

免
許
外
教
科
担
任

２※東京都・さいたま市・大阪市・神戸市は、臨時免許状教科担任・免許外教科担任教員数０

25％

公立特別支援学校中学部含む
※令和７年度調査より、公立の特別支援学校中学部（知的
障害のみを対象とする特別支援学校を除く）も含まれています。

中学校技術分野担当教員の免許状所有状況（令和７年度）



中学校技術・家庭科（技術分野）の指導体制の抜本的強化について
免許法認定講習等・複数校指導・遠隔教育特例制度

中学校教科
「技術」の
指導体制の
抜本的強化

複数校指導
指導内容の高度化・授業の質向上のため、専門性の高い教員の確保・配置を解決する手段

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zy
ouhou/detail/mext_01834.html

【参考】
高等学校教科「情報」の免許保持教員
による複数校指導の手引き

免許法認定講習等
既に教員免許状を持っている人の、他の校種・教科等の免許状取得を推進

遠隔教育特例制度
一定の基準を満たした場合、受信側の教員が当該免許状を有していない状況でも、遠隔で専門性の高い教師による指導が可能に

・材料加工（実習を含む）
・機械・電気（実習を含む）
・生物育成
・情報とコンピュータ

技術【教科に関する専門的事項に関する科目】（令和６年度～）
・木材加工（製図及び実習を含む。）
・金属加工（製図及び実習を含む。）
・機械（実習を含む。）
・電気（実習を含む。）
・栽培（実習を含む。）
・情報とコンピュータ（実習を含む。）

「教育職員免許法施行規則」（昭和29年文部省令第26号）の一部改正

免許法認定講習・公開講座・通信教育
（既に教員免許状を持っている人が、他の校種・教科等の免許
状を取得する方法）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/010602.htm

令和８年度免許法認定講習・公開講座等開設状況一覧
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1412465_00011.htm

【遠隔教育特例制度】
• 小規模の中学校等において、当該教科の免許状を有する教師を確保できない場合に、生徒の教育上
適切な配慮がなされているものとして、一定の基準を満たしていると文部科学大臣が認める場合、受信
側の教員が当該免許状を有していない状況でも、遠隔にて専門性の高い教師による指導が可能。

• 令和６年４月より、文部科学大臣による指定を不要とし、都道府県教育委員会等の適切な関与の
下、学校現場の創意工夫による実施を可能に。

科目区分を見直し

３

遠隔教育特例制度改正について
https://www.mext.go.jp/content/20240401-mtx_syoto02-
000035032_1.pdf

別添２
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中学校技術科指導体制の抜本的強化のための取組例

免許法認定講習等
受講ニーズの把握と受講しやすい環境づくり

免許法認定講習を通じて、現職教員が３年間での免許
状を取得できることを目指している。まず、市町村教育委員
会を通じ、受講対象者の数や開講を要する科目等について
のニーズを把握した。受講ニーズの把握は、開講科目に関
する大学との具体的な協議や計画的な認定講習の実施
に役立った。令和６年度からの講習参加者は50名。

和歌山県教育委員会

遠隔教育特例制度
高度な専門性を持つ外部人材の活用や遠隔授業の実施に係る工夫点や留意点の整理

複数校指導
地域的特性の考慮と関係者への丁寧な相談

市町村を跨いだ兼務発令や兼務者の移動の負担が大きく
なったりすることを避けるため、県内の地方部ではなく、都市
部で比較的学校間の距離が近い地域の学校を複数校兼
務の対象として調整を進めた。調整に当たっては、県教育
事務所が、県内の地域事情も含めて市教育委員会と丁
寧に相談を進めるよう留意した（兼務校の数は令和４年
度の０件から令和７年度には１０件へと増加）。

鹿児島県教育委員会

「情報の技術」に関するプログラミング教育
を推進するため、遠隔授業の実施に取り
組んだ。遠隔授業の実施にあわせ、高度
な専門性を持つ学校外部の人材に対し
て特別免許状を授与し、指導者の数の
増加にも取り組んだ。

茨城県教育委員会

内容Ｄ「情報の技術」を対象とした他自治体の遠隔授業例を参考にし、遠隔
授業で指導できる分野の拡充を図るため、内容Ａ「材料と加工の技術」や内
容D「情報の技術」の指導内容を精査し、その一部を遠隔授業の対象とした。
このことにより、免許状保有者が配置されていない学校において、遠隔により
「情報の技術」以外の内容について免許状保有者による専門的な指導を受
けられるようにする場合の工夫点や留意点を明らかにすることができた。

北海道教育委員会

４

別添３
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参考資料１
令和７年９月２５日

教育課程企画特別部会論点整理 P ５１より抜粋
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令和７年９月２５日
教育課程企画特別部会論点整理 P ５３より抜粋
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令和７年９月２５日
教育課程企画特別部会論点整理 P ５４より抜粋
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学習指導要領改訂を見据えた
情報活用能力の抜本的な向上①

（１）情報活用能力育成のための実践・調査研究

② 情報活用能力の把握に関する調査研究
学習の基盤となる資質・能力である「情報活用能力」を、児童生徒がどの程度⾝
に付けているかを定期的に測定するため、小学校・中学校・高等学校等における児
童生徒の情報活用能力調査の実施に向けた調査・研究を行う。

（２）情報活用能力の育成・情報モラル教育に関する
指導充実のための総合的な支援

① 中学校技術科教師の指導力向上のための研修の充実
支援
テクノロジーの進化や社会の変化に対応するとともに、教師の負担軽減
にも資するよう、①教師等の指導力向上のための研修用授業解説動画
の作成、②研修の提供、及び③それらを活用した自治体の指導体制強
化のためのネットワークづくり支援を行う。

③ 学校DX戦略アドバイザー事業
１人１台端末の利活用等に関する各種専門家による相談体制を
構築し、自治体等の課題解決に向けて支援する。

2.5億円

（担当：初等中等教育局参事官（デジタル学習基盤担当））

令和7年度補正予算額 4億円

事業内容

② 情報モラル教育推進事業
情報モラルポータルサイトにおいて、普段から意識すべきことや直⾯する
諸課題（⽣成AI、 ファクトチェックなど）について、児童⽣徒が自ら考
え、 解決できる⼒を⾝に付けることを⽬指し、授業で活⽤できる各種コ
ンテンツの充実や情報モラル教育指導者セミナーを開催する。

① 情報活用能力育成のための実践研究
 情報活用能力の抜本的向上に係る方向性を踏まえ、次期学習指導要領で強化
・充実を目指す情報教育を、移行時期も含めてどの学校でも確実に実施できるよう
学習者用教材を開発する。

 また、実証校において、開発教材及び授業等での情報活用能力の育成等の実践
・検証を行う。

文部科学省

委託

民間企業等

教材・コンテンツ
作成・監修

①・②事業スキーム

有識者等

令和8年度予算額 3億円
（新規）

令和7年補正予算額 4億円

教材開発
・小学校
総合的な学習の時間に「情報の領域（仮称）」
を付加

・中学校
情報技術に関連する内容を強化した「情報・技術
科（仮称）」を創設

委託

取りまとめ団体 等

文部科学省

教育委員会・学校
※全面実施後のスムーズな
移行に向けて、全国の
学校で移行時期に活用
できる児童・生徒用の教
材を開発する。

①事業スキーム

有識者の参画や
学校における実践・検証
を通じた教材の質向上

・開発した教材の実践・検証
・情報活用能力の実践・検証

実践・検証

参考資料３
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学習指導要領改訂を見据えた
情報活用能力の抜本的な向上②

（３）中学校技術科における免許法認定講習の強化 0.４億円

（担当：初等中等教育局参事官（デジタル学習基盤担当））

事業内容

① オンラインを前提とした認定講習プログラムの開発・運用等

中学校技術科の複数免許取得促進を目的とし、全国の免許法認定講習受講希望者がオンラ

インで負担なく受講できるようにするため、拠点大学における認定講習プログラムの開発・運用や環境

整備を支援する。

● オンラインを前提とした認定講習プログラムの開発・運用

● 認定講習プログラムを全国展開するための環境整備

② 認定講習プログラムの全国展開を支える連携大学への支援 ※再委託

オンラインでは実施できない実習等を伴う一部課程については、全国の会場で対面で実施するこ

ととし、その際指導を補佐する連携大学への支援を実施する。

● 拠点大学と連携した認定講習の一部（実習を伴うプログラム等）を実施

● 連携大学の環境整備

単価
30,000千円／拠点大学
5,000千円×連携大学（複数）

拠点大学への支援

連携大学への支援

都道府県教育委員会か
ら提出された受講者リストに
基づき、オンラインでの認定
講習プログラムを提供

実習等の課程における
受講者の補佐を要請

対面で受講
者を補佐

都道府県教委は、
受講者リストを提出

受講希望者の募集
講習会場の整備
受講者へのサポート

令和8年度予算額 3億円
（新規）

令和7年補正予算額 4億円
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情報の技術の実例を紹介したり、プログラミングを
含めた「情報の技術」の指導の充実策についての
研修資料を提供

「未来を創る技術教育」特設ページ

プログラミングを中心に具体的な授業の内
容を解説した動画を提供。生徒が視聴し
ても参考になる。

プログラミング教育等授業・解説動画

内容Ｄの授業づくりのための具体的な教
材やその準備、展開例等を解説した研
修用資料を提供

「D情報の技術」研修用教材

プログラミングの指導に関する優れた授業
実践を指導のポイントとともに事例集とし
てまとめて提供

プログラミング教育事例集

中学校技術・家庭科（技術分野）「Ｄ 情報の技術」特設ページ 参考資料４
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令和８年度以降
各自治体における指導体制改善にむけた具体的な取組

①技術分野担当教員の専科教員としての計画的・着実な採用 59自治体（88.1％）

②技術分野免許状所有者による複数校指導の増加 51自治体（76.1％）

③現在、技術分野を指導していない免許状所有者の技術分野担当教
員としての配置 42自治体（62.7％）

④技術分野以外の普通免許状を所有している教員のうち、技術に関す
る優れた知識経験又は技能を有する者に対する特別免許状授与
（授与の申請）

20自治体（29.9％）

⑤現在、技術分野を指導しており、技術分野以外の普通免許状を所
有している教員に対する技術分野の普通免許状の取得奨励 31自治体（46.3％）

⑥長年にわたり臨時免許状で技術分野を指導している教員に対する普
通免許状の取得奨励 24自治体（35.8％）

⑦技術分野における採用試験２次募集の実施 13自治体（19.4％）

⑧技術分野に関する資格や専門知識を有する者を対象に、特別免
許状を授与することを前提とした採用選考実施 22自治体（32.8％）

⑨「教科・科目充実型」の遠隔授業の実施
（※遠隔教育特例校の制度改正により、学校現場の創意工夫による実施が可能となる予定） 13自治体（19.4％）

参考資料５

【人材配置に関する取組予定】
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令和８年度以降
各自治体における指導体制改善にむけた具体的な取組

⑩技術分野教員の退職者数見込みを見据えた中長期的な採用必要
数の推計 57自治体（85.1％）

⑪⑩を基に地元の大学における教員養成や採用試験における募集
   定員の設定等について協議する場の設定 29自治体（43.3％）

⑫プログラミングに関する授業実施の場合の外部人材活用 19自治体（28.4％）

外部人材の対面による指導 12自治体（17.9％）

外部人材の遠隔による指導 11自治体（16.4％）

外部人材を活用したオンデマンド動画の提供
※より専門性の高い指導（学習指導要領の内容を踏まえた） 9自治体（13.4％）

⑬デジタル教科書の活用
（臨時免許状・免許外教科担任に対する支援） 17自治体（25.4％）

⑭デジタルコンテンツの充実
（臨時免許状・免許外教科担任に対する支援） 28自治体（41.8％）

⑮研修機会の充実
（臨時免許状・免許外教科担任に対する支援） 42自治体（62.7％）

【その他の取組予定】
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